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１．四半期財務情報の作成等に係る事項
　① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ：無
　② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ：有
    （内容）「事業の種類別セグメント情報」において事業区分を変更しております。
　③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ：有
　　 連結子会社数　２３７社　　持分法適用非連結子会社数　３社　　持分法適用関連会社数　３８社
　　（平成18年3月期対比）　連　結（新規）１社　　（除外）－社
　　　　　　　　　　　　　 持分法（新規）－社　　（除外）－社

２．平成１９年３月期第１四半期財務・業績の概況（平成１８年４月１日～平成１８年６月３０日）
(1)経営成績(連結)の進捗状況 　（百万円未満四捨五入）

　    　　百万円 ％ 　 　百万円 ％ 　百万円 ％ 百万円 ％
19年3月期第1四半期 523,135 9.6 16.3
18年3月期第1四半期 433,477 84.4 81.5
(参考)　 18年3月期 2,007,134

　　　　　 円　　銭 　　　 円　　銭
19年3月期第1四半期          20    64      19    68
18年3月期第1四半期          17    76      16    89
(参考)　 18年3月期 　　　　 76　　43 　　 72    72
(注) 売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示す。

［経営成績(連結)の進捗状況に関する定性的情報等］
　当第１四半期における業績は、需要が堅調に推移したことに加え、これまで実施してきた事業構造改革の成果
　などにより、売上高は523,135百万円と前年同四半期対比20.7％の増収、営業利益は20,909百万円、経常利益は
　25,889百万円、また四半期純利益は15,660百万円と、いずれも増益になりました。

(2)財政状態(連結)の変動状況

　　　　　　 百万円    百万円 ％ 円　　 銭
19年3月期第1四半期    1,066    33
18年3月期    1,068    73

［財政状態(連結)の変動状況に関する定性的情報等］
　当第１四半期末の総資産は1,978,476百万円と18年3月末対比12,572百万円減少しました。主な増減としては、
  資産の部では、流動資産の現金及び預金が25,763百万円減少し、負債の部では、流動負債の支払手形及び
  買掛金が15,553百万円減少しました。また、純資産は967,289百万円（当第１四半期より、「貸借対照表の
　純資産の部の表示に関する会計基準」を適用し、少数株主持分等を純資産に含めている。なお、18年3月期と
　同じ基準で表示すると808,734百万円）、自己資本比率は40.9％、１株当たり純資産は1,066円33銭であります。

３．平成１９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

百万円    百万円      百万円

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）81円73銭

［業績予想に関する定性的情報等］
  平成１９年３月期の連結業績予想につきましては、本年５月１２日の決算発表時に公表した予想から変更は
　ありません。
  ※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものです。
　　 実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
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（単位：百万円）

（ 資 産 の 部 ）
  流　動　資　産 943,168 938,562 △ 4,606

現 金 及 び 預 金 144,634 118,871 △ 25,763
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 475,789 477,532 1,743
た な 卸 資 産 233,315 248,412 15,097
そ の 他 89,430 93,747 4,317

  固　定　資　産 1,047,880 1,039,914 △ 7,966

   有形固定資産 516,413 525,087 8,674
建 物 及 び 構 築 物 175,161 176,339 1,178
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 等 253,110 258,438 5,328
そ の 他 88,142 90,310 2,168

 　無形固定資産 31,418 30,842 △ 576

 　投資その他の資産 500,049 483,985 △ 16,064
投 資 有 価 証 券 448,117 431,065 △ 17,052
そ の 他 51,932 52,920 988

資　  産　　合 　 計 1,991,048 1,978,476 △ 12,572

（ 負 債 の 部 ）
  流　動　負　債 603,897 613,680 9,783

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 281,824 266,271 △ 15,553
短期借入金及び１年以内社債償還予定額 162,307 186,894 24,587
そ の 他 159,766 160,515 749

  固　定　負　債 417,759 397,507 △ 20,252

社 債 及 び 長 期 借 入 金 290,501 279,948 △ 10,553
退 職 給 付 引 当 金 31,492 30,513 △ 979
そ の 他 95,766 87,046 △ 8,720

負　　債　　合　  計 1,021,656 1,011,187 △ 10,469

（ 少 数 株 主 持 分 ）
少 数 株 主 持 分 158,271 － －
（ 資 本 の 部 ）
資 本 金 96,774 － －
資 本 剰 余 金 117,474 － －
利 益 剰 余 金 480,281 － －
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 116,926 － －
そ の 他 △ 334 － －

資　  本　　合　  計 811,121 － －

負債、少数株主持分及び資本合計 1,991,048 － －

（ 純 資 産 の 部 ）
  株　主　資　本 － 703,805 －

資 本 金 － 96,775 －
資 本 剰 余 金 － 117,479 －
利 益 剰 余 金 － 490,137 －
自 己 株 式 － △ 586 －

  評価・換算差額等 － 105,109 －

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 － 103,298 －
そ の 他 － 1,811 －

  少 数 株 主 持 分 － 158,375 －

純　　資　　産　　合　　計 － 967,289 －

負　債　、　純　資　産　合　計 － 1,978,476 －

四 半 期 連 結（ 要 約 ）貸 借 対 照 表

( 18. 3. 31 現在)

当第１四半期前　　　期

( 18. 6. 30 現在)
増　　　減科　　　　目
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（単位：百万円）

    自  17. 4. 1     自  18. 4. 1

    至  17. 6.30     至  18. 6.30

433,477 523,135 89,658

352,177 432,203 80,026

81,300 90,932 9,632

62,227 70,023 7,796

19,073 20,909 1,836

3,947 3,910 △ 37

2,351 1,070 △ 1,281

6,298 4,980 △ 1,318

25,371 25,889 518

840 902 62

840 902 62

344 274 △ 70

1,452 － △ 1,452

1,796 274 △ 1,522

24,415 26,517 2,102

8,125 8,444 319

2,830 2,413 △ 417

13,460 15,660 2,200

経 常 利 益

退職給付過去勤務債務取崩益

営 業 利 益

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

そ の 他

計

営 業 外 損 益

計

特 別 利 益

特 別 損 失

計

固 定 資 産 廃 却 損

減 損 損 失

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 総 利 益

四 半 期 連 結（ 要 約 ）損 益 計 算 書

増　　　減

当第１四半期前第１四半期

科　　　　　　目

税金等調整前四半期純利益

法 人 税 等

少 数 株 主 利 益

四 半 期 純 利 益
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事業の種類別セグメント情報

当第１四半期（自　18. 4. 1　　至  18. 6.30）
　　　（単位：百万円）

自動車 情報通信 ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 電線･機材･ｴﾈﾙｷﾞｰ 産業素材 消去又は
関連事業 関連事業 関連事業 関連事業 関連事業他 計 全社 連　結

  売上高及び営業損益
　　売上高

　(1)外部顧客に対する売上高 248,752 72,554 45,020 88,831 67,978 523,135       － 523,135

　(2)セグメント間の内部売上高
　　 又は振替高 575 950 3,802 3,671 2,597 11,595 △ 11,595        －

計 249,327 73,504 48,822 92,502 70,575 534,730 △ 11,595 523,135

　　営業費用 239,824 72,866 44,969 91,697 64,503 513,859 △ 11,633 502,226

　　営業利益 9,503 638 3,853 805 6,072 20,871 38 20,909

前第１四半期（自　17. 4. 1　　至  17. 6.30）
　　　（単位：百万円）

自動車 情報通信 ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 電線･機材･ｴﾈﾙｷﾞｰ 産業素材 消去又は
関連事業 関連事業 関連事業 関連事業 関連事業他 計 全社 連　結

  売上高及び営業損益
　　売上高

　(1)外部顧客に対する売上高 203,797 67,189 37,392 68,349 56,750 433,477       － 433,477

　(2)セグメント間の内部売上高
　　 又は振替高 439 571 2,407 3,692 1,990 9,099 △ 9,099        －

計 204,236 67,760 39,799 72,041 58,740 442,576 △ 9,099 433,477

　　営業費用 192,504 68,869 36,956 72,148 53,067 423,544 △ 9,140 414,404

　　営業利益又は営業損失(△) 11,732 △ 1,109 2,843 △ 107 5,673 19,032 41 19,073

（注）1. 各事業の主な製品の内訳は、以下のとおりである。

　　　(1)自動車関連事業………………………ワイヤーハーネス、防振ゴム、自動車用内装部品、自動車用・産業機械用・鉄道

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　車両用ディスクブレーキ、アンチロックブレーキシステム、パッド

　　　(2)情報通信関連事業……………………光ファイバ・ケーブル、通信用電線ケーブル・機器、光融着接続機、データリンク・

　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　半導体レーザなどの光通信関連部品、情報機器・アクセス系ネットワーク機器
　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　(ＧＥ－ＰＯＮ・ＶＤＳＬ機器）・交通制御などのネットワーク・システム製品、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 情報通信エンジニアリング

　　　(3)エレクトロニクス関連事業…………電子ワイヤー、化合物半導体、電子部品金属材料、電子線照射製品、

　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　フレキシブルプリント回路、ふっ素樹脂製品

　　　(4)電線・機材・エネルギー関連事業…導電製品、送配電用電線ケーブル・機器、巻線、燃料タンク、空気ばね、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 電気・電力工事

　　　(5)産業素材関連事業他…………………ＰＣ鋼材、精密ばね用鋼線、スチールコード、超硬工具、ダイヤ焼結体工具、

　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　レーザ用光学部品、焼結部品、電気接点、半導体放熱基板

      2. 営業費用はすべて各セグメントに配賦しているため、配賦不能営業費用として「消去又は全社」の項目に含めたもの
         はない。

      3. 事業区分の変更
         従来、事業区分は事業の主たる需要分野別に「自動車関連事業」「情報通信関連事業」「エレクトロニクス関連事業」
         「エンジニアリング事業」「産業用素材関連事業他」の５事業に区分していたが、当第１四半期より、当社グループの
　　　　 事業内容をより明瞭に示すため、内部管理上採用している区分に合わせて、「自動車関連事業」「情報通信関連事業」
　　　　 「エレクトロニクス関連事業」「電線・機材・エネルギー関連事業」「産業素材関連事業他」の５事業に区分を変更した。
　　　　 これに伴い、前年同四半期のセグメント情報を、当第１四半期の事業区分に従って組み替え、表示している。

セ　グ　メ　ン　ト　情　報
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